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Ａ．研究目的 
 認知症を有していても最期までその人らしく生

きることができる社会の創成を目指した本研究の

締めくくりの年に当たり、研究成果をまとめ、発

信する。 
 
Ｂ．研究方法 
 認知症を有する人の医療・ケアに携わる医療・

ケア専門職のために、「ガイド」と「テキスト」を

作成し、また、研究成果を社会に広く発信するた

めにシンポジウムを開催する。 
（倫理面への配慮） 
研究成果の発信において、一般的に用いられて

いる「認知症の人」ではなく「認知症を有する人」

（people with cognitive impairment）という表現

を用い、認知症は本人そのものではなく、本人の

属性の一部という認識が広がることを目指した。 
 
Ｃ．研究結果 
 研究成果物の１つとして、まず、『認知症支援

ガイド』（日経BP）の第一部「認知症を有する人

のエンドオブライフ・ケア支援ガイド」を取りま

とめた。本ガイドの特徴の１つは、第二部「認知

症の緩和ケア実践ガイド」の要点に言及しつつ、

緩和ケアは患者の基本の権利であるとともに、苦

痛が緩和されると意向を表出しやすくなることか

ら、意思決定支援のためにも緩和ケアが必須であ

ることに言及した点。また、一般的な意思決定能

力（理解、認識、論理的思考、選択の表明）に限ら

ず、本人の「意向」を尊重すべきと明記し、言語表

現が困難になったエンドオブライフにおいても、

「意向」は身振り手振り、好悪の表現、眉をひそ

めるなどの表情、血圧や脈拍等のバイタルサイン

の変化から読み取ることができるとした。さらに、

在宅・高齢者施設・急性期病院という療養場所に

よって留意すべき事柄に相違があることについて

記述した。これらの諸点は先行書等にはなく本ガ

イドにて初めて解説した。 
また、研究成果物として、『ACPの考え方と実

践 ― エンドオブライフ・ケアの臨床倫理』（東京

大学出版会）を、高齢者および超高齢者の医療・

ケアに携わる専門職を対象に刊行した。ACP（ア

ドバンス・ケア・プランニング）は北米発祥であ

り、これまで日本では、北米の方法論の翻訳版を

臨床実践にて使用する医療・ケア専門職が多かっ

たが、本書では日本の法制度および社会的文化的

特徴を踏まえた取り組みの重要性を説き、形式的

な事前指示書の記載にとどまるのではなく、あく

まで継続的な対話を重視し、その対話のなかで本

人と家族の支援を徹底的に志すべきことを、【理

論編】と【実践編】（全14事例）にて解説した。

【実践編】では総勢18名の医療・ケア専門職の方々

に分担執筆いただき、本書は理論と現場の往還の

成果ともなった。 

研究要旨 

研究のまとめの年度に当たり、研究成果物として『認知症支援ガイド』（日経BP）の第一部「認

知症を有する人のためのエンドオブライフ・ケア支援ガイド」を取りまとめた。また、エンドオブラ

イフまで本人の意思を尊重した意思決定支援を志向する医療・ケア専門職を対象としたテキスト

『ACPの考え方と実践 ― エンドオブライフ・ケアの臨床倫理』（東京大学出版会）を刊行した。さ

らに、研究成果の発信のため、オンライン・シンポジウム「認知症を有する人のための緩和ケアと意

思決定支援 ― エンドオブライフ・ケアのあり方」を企画し、日本老年医学会と共同主催にて実施し

た。同シンポには全国から1,081名が参加した。 
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そして23年度末に、研究成果の発信として、オ

ンライン・シンポジウム「認知症を有する人のた

めの緩和ケアと意思決定支援 ― エンドオブライ

フ・ケアのあり方」を企画し、日本老年医学会と

共同主催した。本シンポジウムは、2024年1月に施

行された「認知症基本法」のもと、時宜を得た開

催となった。研究班員の多くがシンポジストとし

て登壇し、実証研究の成果を踏まえて講演した。

事前参加登録者は1,364名、当日の参加者は1,081
名。参加者は医師が14％、看護師が52%、教員・

研究職が10%、その他は介護支援専門員等の多職

種と市民であった。事後の参加者アンケート

(n=599)では、参加者満足度が96%、「新たな知識、

理論や考え方の習得に役立った」と「まあまあ役

立った」と回答した参加者が合計100%と、参加者

の評価が高かった。 
 
Ｄ．考察 
 従来、日本では、認知症を有する人の医療・ケ

アの選択は、本人の意向ではなく家族の意向で決

定されることが多く、本研究班の複数の実証研究

でもそれが改めて示されたが、そのあり方を改め、

本人の意向の尊重を軸とすべきという考え方の普

及と、そのために家族への対応のあり方に関して

具体的な方法を示しつつ啓発を図る必要があるこ

とが示された。併せて、本人の意向を尊重するた

めには、家族介護者に対する心理社会的および物

理的な支援が一層必要であることも示された。 
 
Ｅ．結論 
 認知症を有する人のための意思決定支援に関す

る研究において、意思決定支援のためにも緩和ケ

アを土台として本人の「意向」の表出を促進し、

その「意向」の尊重を推進することが大切である

ことを示す『ガイド』を作成した。また、医療・ケ

ア専門職のための『ACPの考え方と実践』という

テキストを作成し、英語圏の方法論の翻訳版では

ない日本型ACPとして、日本社会の法・制度と文

化的特徴を認識しつつ、対話の継続が支援の継続

となるACPのあり方と具体的な取り組み方を示す

ことができた。そして、それらの方法論と要点に

ついて、オンライン・シンポジウムで多数の参加

者に発信することができた。一方、それらの成果

を得るなかで、認知症を有する本人の「意向」の

尊重を促進するためには、家族介護者に対して更

なる支援が必要であることも示され、これが今後

の重要課題として認識された。 
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